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１．はじめに

日本：1990年の入管法改正以後、外国人登録者数増加。

2011年在留外国人数・・・2,078,508人(人口の1.6%)

(法務省,2013)

2



１．はじめに(外国人登録者数）
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１．はじめに

日本：1990年の入管法改正以後、外国人登録者数増加。

2011年在留外国人数・・・2,078,508人(人口の1.6%)

(法務省,2013)

課題・・・在留外国人に対する日本語教育の強化。

日本語を母語に持たない親の母語継承・保持？

国際結婚の婚姻数・・・25,934件(婚姻全体の約4.1%)
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１．はじめに（外国人との婚姻件数）
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１．はじめに

日本：1990年の入管法改正以後、外国人登録者数増加。

2011年在留外国人数・・・2,078,508人(人口の1.6%)

(法務省,2013)

課題・・・在留外国人に対する日本語教育の強化。

日本語を母語に持たない親の母語継承・保持？

国際結婚の婚姻数・・・25,934件(婚姻全体の約4.1%)

国際結婚家庭の言語・・・家庭での問題(国策などは無)

→ 研究が不十分
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１．はじめに

国際結婚家庭の子ども ＝ バイリンガル？

二言語の習得・・・家族・社会的環境

（二言語と接する機会・基本的な言語インプット・親の努力）

＜国際結婚家庭の子育ての大きな課題＞

・生まれた子どもへどの言語を使用するか。

（モノリンガル家庭では意識されない問題）

→ 「言語選択」
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１．はじめに

目的：複数の言語が関わる国際結婚家庭における
子どもへの言語選択（言語継承）要因を探る。

↓

日韓国際結婚家庭での言語使用、子どもへの言語
選択（韓国語の継承）に影響を与える要因は何か。

対象：日本人男性との婚姻により、日本に居住する韓国人母

意義：・言語を中心に教育や政策の在り方を考える上での
重要なデータ。
・今後の多言語・多文化社会での多民族との共存を
考える上での課題を提示。
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２．先行研究
• (1)二言語習得に関する親子の言語使用

Döpke, S.(1998)、Lyon(1996)、Barron-Hauwaert(2004)

－一親一言語の法則がバイリンガル児の言語習得を促進する

De Houwer, A.(2007）、Yamamoto(2001)

－少数言語とのかかわりの多さが、子どもの二言語使用の発達に影響を及ぼす。

• (2)親から子どもへの「言語継承」

De Houwer, A.(1999）、Harding-Esch & Riley(2003/2006)、

Yamamoto(2001,2002,2008)、石井(2007)

－親の姿勢、教育に対する関心と適切な支援、言語の威信性が言語継承に影響。

De Klerk,V.(2000、2001)

－より良い教育・職業選択の機会を求め、より優位にある言語への言語移行が進
む。言語保持については社会的・教育的な言語支援が必要。
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２．先行研究
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• (3)韓国語の継承

任(1993)、生越(2005)

－在日コリアンの言語使用・・・生活環境・継承意識・出生地などが韓国語使用に
影響。

Cho(2000)、Park & Sarker(2007)

－英語圏での韓国系移民の韓国語の継承・・・親の継承に対する積極的な姿勢・
態度、コミュニティ(教会)の存在、政策・環境などが影響。

• (4)日本の「多文化共生」

井口(2009)、佐藤(2009)

－外国人受け入れに対する制度改革・教育政策検討の必要性。

田尻他(2004)、西原(2010)、野山(2003)

－定住外国人の多様化にともなう、地域社会の活性化・日本語教育政策の必要
性を指摘。



２．先行研究

• (5)「多文化家庭(韓国の国際結婚家庭）」

花井(2009、2010、2012a、2012b、2014）

－韓国では、過去には日本語の継承は困難であったが、近年は、家庭での日
本語継承が増加傾向（政策・外国語教育などの影響など）。

＜韓国社会での日本語継承促進要因＞

良好な家族・親族関係

居住国での政策・母語の評価の向上

社会に対する消極性と同国人との交わり

親の二言語習得に対する積極的な姿勢

年齢の低い子供を持つ日本人母の継承意識は高い。

→ 多文化家庭という認識の高まり

→ 日本語を継承することを肯定的に考えられる社会体制の構築

11



3．調査
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調査方法 質問紙調査

調査期間 2010年1月～10月

調査地 関西地域（大阪・兵庫・京都）・関東地域（東京・横浜）

対象者 日韓国際結婚で日本に居住する、子どもがいる家族
韓国人母35名、日本人父27名
（回収率 43%）

調査内容 家庭内言語使用実態・韓国語継承意識

調査方法 面接調査

調査期間 2010年11月～2011年4月

対象者 日韓国際結婚で日本に居住する、子どもがいる韓国人母６名
（質問紙調査35名の中の面接協力者から選出）

調査手続き 半構造化インタビュー形式
面接時間 約45分～1時間半／１人

調査内容 先行研究と、現在までの研究結果をもとに：
「なぜその言語を選択したのか」（言語使用実態・変遷・将来の展望）



3-1．質問紙調査 韓国人母３５名の属性

年齢 20代 0名 30代 4名 40代 21名 50代 7名 60代 2名

職業 常勤 1名 パート 11名 自営業 2名 主婦 19名 その他 1名

学歴 高卒 12名 専学卒 5名 短大卒 7名 大学卒 7名 大学院修了
1名

結婚年数 1~3年 1名 4~6年 3名 7~9年 4名 10年以上
19名

20年以上
8名

渡日理由 結婚 25名 留学 7名 仕事 2名 宗教 0名 その他 0名

夫との出
会い

夫の韓国留
学・仕事
6名

お互いの海外
留学・仕事
1名

自身の日本留
学・仕事
17名

宗教 3名 その他 8名

夫と出
会った国

日本 22名 韓国 11名 英語圏 1名 アジア圏
0名

その他 0名

子ども58名 就園前 7名 保・幼園3名 小学生23名 中学生 8名 高校生以上
17名



U ４０代、主婦、韓国、高３、高１、小３ V ４０代、主婦、 日本、小３

W ４０代、パート、日本、小５、小３

X ４０代、パート、日本、小３

Y ５０代、パート、日本、小３

Z ４０代、パート、韓国、大学浪人

母 → 子 韓国語使用 1名 母 → 子 日韓混合使用 3名

母 → 子 日本語使用 2名
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3-2．面接調査 韓国人母６名の属性



4．家庭内言語使用状況(30家庭)
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4-1 子どもから母への言語使用実態

親から子どもへ 子
ど
も

子どもから韓国人母へ

日本人父 韓国人母 子どもの言語使用

韓国語 混合 日本語 計

(人) (人) (人) (人) (人)

a.韓国語 韓国語 2 ⇒ 0 0 2 2

b.混合 韓国語 2 ⇒ 0 2 0 2

c.日本語 韓国語 3 ⇒ 2 1 0 3

14.0%

d.混合 混合 1 ⇒ 0 1 0 1

e.日本語 混合 13 ⇒ 0 10 3 13

28.0%

f.日本語 日本語 29 ⇒ 0 0 29 29

58.0%

計 50 2 14 34 50

4.0% 28.0% 68.0% 100%

韓国語の継承
韓国人母→子ども 42.0%

子ども→韓国人母 32.0%
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日本語の継承
日本人母→子ども 80.1%

子ども→日本人母 66.7%

（Yamamoto(2001:101）参考)

日韓国際結婚家庭の子どもの韓国語使用（子ども50名）
母から子どもへの言語使用

χ2(3)＝27.597, p<.01, 

Cramer's V＝.380

(残差：日本人母→子どもへ
の日本語使用多）

子どもから母への言語使用
χ2(2)＝22.659, p<.01, 

Cramer's V＝.344

(残差：子ども→日本人母へ
の日本語使用多）



 夫親族の理解・支援
 夫親族の理解・支援無
 言語習得の遅れの懸念
 夫の妻の母語の理解度

良好な家族・親族関係

 母語の学習者の増加
 文化的影響
 政府の支援のなさ
 母語の低評価
 英語への高い価値づけ

居住地での政策・母語の評価の
向上
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 ・・・促進
 ・・・抑制

5．結果・考察－言語継承に影響を与える要因



5．結果・考察－言語継承に影響を与える要因

 居住地社会への参加

 同国人コミュニティの
なさ

 ホスト社会への適応

社会に対する消極性と同国
人との交わり

 将来への期待
 母国親族との紐帯
 学習時間確保の難しさ
 夫の子どもの言語習得
に対する消極性
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親の二言語習得に
対する積極的な姿勢

 ・・・促進
 ・・・抑制



6．まとめ
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家族・親族の理
解・支援

外国語としての
母語の言語価値

政府の支援 同国人コミュニ
ティの存在

今後の多言語・多民族社会への課題

現在はすべて不足しており、韓国語
の継承抑制要因として作用



7．今後の課題

○都市部以外の地域の調査

○韓国語－日本語以外の調査

○縦断的調査
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